
保税地域の税関規制対応サービス

保税地域の許可申請、適正な貨物管理体制の確保等をサポート

デロイト トーマツGTA＆テクノロジーズ株式会社
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保税地域の許可申請・貨物管理体制の確保・規制強化対応支援

越境ECの利用拡大等を受けた輸入件数の増加等により、新たに保税地域の許可を取得する需要が増加

している中で、一部の保税業者における不正事案を受けて、保税制度に関する法令等が改正され、保税地域

の許可要件の追加や保税業者における保税業務規則の整備の義務化等の規制強化が実施されています。

保税地域を取り巻く環境の変化と規制強化

デロイト トーマツGTA＆テクノロジーズ株式会社は、関税・貿易に関する総合的なアドバイザーとして、関税関係

法令に関する豊富な知見をもとに、保税地域の税関規制対応に向けたサービスを提供します。

保税地域は、外国から到着して輸入の許可を受ける前の貨物または輸出許可を受けた貨物を置くことができる場所

であり、特定の場所を保税地域とするためには、税関長に許可申請をして許可を受ける必要があります。

また、保税地域は、関税や輸入消費税等の課税を留保した状態で輸入許可前の外国貨物を置くこと等ができると

いう機能を有する一方で、輸入許可前の外国貨物の国内引取り等を防止するため、保税業者は、税関当局の監

督のもと、保税地域における適正な貨物管理体制を自主的に確保することが必要とされています。

（ご参考）保税制度とは？

デロイト トーマツGTA＆テクノロジースは、以下の分野における物流事業者や保税業者における保税制度に関

する取り組みをサポートします。

保税地域の許可申請 保税地域の貨物管理体制の確保 保税制度の規制強化対応

保税制度の規制強化対応

【保税地域の税関規制対応サービス】イメージ図

申請準備 税関事前説明 申請

保税地域の許可申請 保税地域の貨物管理体制の確保

保税実務の適正化 保税業務規則等の見直し

保税業務規則の整備 貨物搬出確認体制の構築

デロイト トーマツGTA＆テクノロジーズ株式会社が、企業の許可申請、保税業者の貨物管理体制の確保および規制強化対応をサポート
（関税・貿易に関する総合的なアドバイザー）

税関対応
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保税地域の許可申請、保税地域における貨物管理体制
の確保、規制強化対応のために必要な事項

保税地域の許可申請においては、申請者の適格性（許可申請者における保税業務の遂行能力等）、

保税地域にしようとする場所の設備要件等の要件を充足する必要があります。

一部の保税業者における不正事案の判明を受けて、以下の保税制度における規制強化が、令和8年6月

1日に実施されており、既存の保税業者は規制強化への対応を実施する必要があります。

保税地域の許可申請

なお、既存の保税業者は、下記②の保税業者が保税業務規則を定めることの義務化に関し、令和8年9

月30日までに対応を完了する必要があります。

許可取得後における貨物管理体制の確保のためには、保税業務の実務を保税業務規則や社内業務手

順に沿って実施することに加えて、保税業務規則や社内業務手順の形骸化を避けるための定期的な見直し、

保税制度の規制強化対応を適時・適切に実施することが重要です。

保税地域における不適切な貨物管理等の関税法違反行為があった場合は、税関当局による保税地域へ

の搬入停止や許可取消処分の対象となるリスクがあります。

保税地域の貨物管理体制の確保 保税制度の規制強化対応

デロイト トーマツGTA＆テクノロジーズ株式会社は、関税・貿易に関する総合的なアドバイザーとして、物流事

業者の皆様における保税地域の許可取得、保税業者の皆様における貨物管理体制の確保・保税制度の

規制強化対応に関するお困りごとを解決するためのサービスを提供します。

保税地域の税関規制対応サービスにおいて、ご関心をお持ちいただいたサービスがありましたら、また、その他

輸出入通関手続、関税及び税関対応に際してのお困りごとがありましたら、お気軽にお問い合わせください。

保税制度における規制強化の内容

保税業者が関税法の規定に従って保税地域の業

務を行わなかったことその他の事由により、関税法の

実施を確保するため必要があると認めるときは、その

必要の限度において、税関から保税業者に対し業務

の遂行の改善に必要な措置をとるべきこと等を命ずる

ことができるよう、業務改善命令を創設

①保税業者に対する業務改善命令の創設

保税業者が外国貨物又は輸入の許可を受けた貨

物を保税地域から搬出しようと場合において、保税地

域から搬出するために必要とされる許可、承認又は

届出があることを確認することを義務付け

③貨物を搬出する際の確認義務の創設

従来の関税法基本通達に基づく社内管理規定

に代えて、保税業者が保税地域における業務につい

て関税法その他の法令の規定を遵守するために必要

な業務の手順及び体制に関する事項を規定した保

税業務規則を定めることを関税法で義務付け

②保税業者が保税業務規則を定めることの義務化

保税業者に対する行政処分（保税地域への搬

入停止・許可取消処分）の対象となる違反行為に、

搬出確認義務違反、業務改善命令への違反を追

加

④保税業者に対する行政処分の対象
となる違反行為を追加
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